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2.3 大学における AL 
2.3.1 大学における ALの背景 
大学教育を筆頭に AL の導入は教育界に大きな影響を
















































審議の後の 2008 年 12 月には、中央教育審議会 18）で












































2.3.2 大学における ALの多様性 
山地 17）は AL には多様な形態があることを、図 2.3.2
のように、実に分かりやすくまとめている。「構造の自由
度」が高い第 1 象限や第 2 象限は、比較的高度な AL で
あり、それ以前に第 3 象限や第 4 象限の学習形態に「充
分に馴染む必要がある」と主張する。













する。我々は AL を実践する際に、AL の多様性の認識と
ともに、その学習が「浅い学習」に陥らない工夫をしつ
つ、「深い学習」を注意深く追求していく必要がある。









28 年度の 2 か年回答があった私立大学における AL の実
施率が前年度より 3.0 ポイント増加し、64.9 % となって
いることを報告している。また、課題解決型学習(PBL)も
3.2 ポイント増加し 54.4 % となった。同様に、インター
ンシップやキャリア教育においては、それぞれ 71.5 %
(3.8 ポイント増加)と 76.2 % (4.5 ポイント増加)である。
これらの数値からも AL 的な方針がかなり浸透している
様子が伺えるが、短期大学の実施率が AL で 47.3 %、PBL
では 30.7 % であることから、依然として普及が順調で
はない実態も明らかになっている。
文部科学省 24）によると AL を「効果的にカリキュラム
に組み込むための検討を行う大学数」は前年の 66 % か
ら、平成 27 年には 70 % に達している。その一方で、「フ
ァカルティ・ディベロプメント（以下、FD）としてアク
ティブ・ラーニングを推進するためのワークショップま
たは授業検討会を行っている大学数が平成 25 年の 27 % 
から平成 27 年の 42 % へ上昇」している現状を評価しつ
つも、「全国的に普及しているとは言えない」と、更なる
教職員の質の向上を課題とする。
ベネッセ教育総合研究所 25）は 2008 年から 2016 年の
8 年間に「グループワークなどの協同作業をする授業」を
経験した大学生は 53.3 % から 71.4 % に増加しており、
他の項目も考慮した上で、AL 型の授業を経験する機会が
増えているとしている。




























3.1 国立高等専門学校機構による AL導入の流れ 
国立高等専門学校機構では、文部科学省の諮問で AL
の推進が言われる 2 年も前の平成 25 年に、AL をビジョ
ンに掲げ、組織改革を含めた教育改革に取り組みはじめ
ている 28)。「国立高専機構の教育改革 ～国立高専機構の

















プログラム（略称 AP)」事業では、42 の大学および 4 高
専（仙台、明石、阿南、岐阜、後に宇部（平成 27 年度）、
徳山（平成 28 年度））が採択された 30)。このうち、全体
の 2/3 にあたる 30 校のテーマは、AL に関するものであ
った。
これを受けて国立高等専門学校機構では、第 3 期中期




























3.2 平成 26年度高等教育セミナー 





































































3.3 平成 27年度高等教育セミナー 
平成 27 年度の高等教育セミナーでは、株式会社 ICC
ラーニング代表取締役で、上述の資格 CTT+ も保有する
鹿野晴夫氏を外部講師として招き、「アクティブ・ラーニ


































3.4 平成 28年度高等教育セミナー 































28 年度には 88 %、平成 29 年度には 90 % であった。 
図 3.6.1 高等教育セミナーアンケート結果 
AL についての理解についての設問に、「非常に深まっ
た」と回答したのは、平成 28 年度では 27 % 、平成 29
年度では 26 % であったが、平成 28 年度 60 %、平成 29
年度 62% の「まあ深まった」の回答を含めると、87～
88 % の教員が AL についての理解を深めた結果となっ
ている。
図 3.6.2 高等教育セミナーアンケート結果 
AL の手法を授業に取り入れたいと思うかの設問に対
し、平成 28 年度の時点では、「すでに AL の手法を授業










図 3.6.3 高等教育セミナーアンケート結果 
以上のように、高等教育セミナーへの参加者のうち、
















査することとした。設問 2 から設問 7 は、回答対象の科
目一つずつについて答えてもらった。なお、教員名およ





























(6) 「設問 6」その授業ごとに、AL 的な要素（ただし、
形式にはとらわれないものとする）の導入について、教
員の考えに一番近いものを選択する。








(7) 「設問 7」授業ごとの、AL 的な要素の導入状況につ
いて、以下の各群内の項目ごとに、0～3 の重みづけをす
る。0 は全く取り入れていない、3 はほとんど毎回の授業
で取り入れている（14 回の授業のうち 10 回以上換算）。 
a 群. 教員の意識、授業の構成などに関する工夫（7 項
目）。









者数は 65 名（一般教科人文 9 名、一般教科自然 9 名、
機械工学科 9 名、電子メディア工学科 9 名、電子情報










群から d 群のそれぞれの項目ごとに、0～3 の重みづ
けされた回答評点の平均で示した。なお、設問 7 は 4
群 21 項目あるので、すべてに対してほとんど毎回の
授業で取り入れているような場合は、63 点満点となる。 
設問 6 については、その科目に対して、教員の AL 的
要素の導入についての意識を答えてもらった。
表 4.2.1 設問 6 の区分ごとの集計結果 
AL 的要素を、すでに導入している、および、近い将
来に導入する計画である（a + b）の割合は、一般科目






表 4.2.2 設問 7 の区分ごとの集計結果 
（満点は、a 群 21 点、b 群 12 点、c 群、d 群各 15 点） 
設問 7 では、63 点満点となる科目が 7 クラスあった
が、これはすべて同一教員による回答である。また、











況を図 4.2.1 に示す。縦軸はクラス数である。 
a b c d
全体 365 48.8 9.9 25.2 14.5
⼀般科⽬ 96 62.5 12.5 11.5 13.5
専⾨科⽬ 263 44.9 9.1 28.5 15.2
１〜３年 151 56.3 4.6 22.5 15.2
４〜５年 134 45.5 12.7 24.6 14.9
専・他 79 39.2 15.2 31.6 12.7
設問６（パーセント）クラス数区分
ａ群 ｂ群 ｃ群 ｄ群 計
全体 365 10.2 2.5 9.1 2.6 24.5
⼀般科⽬ 96 13.6 2.7 12.0 4.3 32.6
専⾨科⽬ 263 9.0 2.5 8.0 2.0 21.4
１〜３年 151 11.3 2.4 10.2 2.8 26.7
４〜５年 134 9.3 2.7 8.7 2.6 23.4
専・他 79 9.6 2.3 7.9 2.0 21.8
設問６a 178 12.0 3.4 10.2 3.9 29.5
ｂ 36 10.6 2.0 8.6 2.6 23.8
ｃ 92 7.8 2.1 7.2 1.0 18.1
ｄ 53 8.4 0.9 9.0 1.2 19.5
クラス数区分 設問７（平均得点）
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図 4.2.1 設問 7 の合計得点分布（一般・専門の区分別） 
分布図を見ても分かる通り、設問７の合計得点の分布
では、40～44 点の区分まで、まんべんなく分布してい
るが、10～14 点を境に 2 群に分けられる可能性があ
る。ただし、一般科目では、ほとんどすべての授業に
おいて 10～14 点の区分より高い得点となった。 
設問 7 の得点の分布では、40～44 点の区分まで、ま




図 4.2.2 設問 7 の得点分布（設問 6 の回答区分別） 
更に、設問 6 の回答区分別に集計した設問 7 の得点の
分布状況を図 4.2.2 に示す。AL 的な要素の導入が必要
ないという回答（設問 6 の d）のクラスが、全体とし
て 15 % 弱あるものの、そのようなクラス群であって
も、設問 7 では、他の区分と比べてやや低いものの、
おおきく遜色のない点数となっている（むしろ、設問




いることを示していると思われる。実際、設問 6 で d 
を選び、かつ設問 7 の得点が 0 点であるような科目
（回答方法の誤りであることが明らかなものは除外）
は、2 クラスのみであった。
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Current Situation and Efforts of National Institute 
of Technology, Gunma College on Active Learning 
Takeshi KUMAGAI, Yuki WATANABE, Hisao YAGUCHI, Mutsuo IGARASHI, 
Youhei SAIKA, Yonekazu DEGUCHI, Ritsuo SAKIMURA, 
Satoshi NAKAJIMA, Kiyokazu KIMURA 
     Due to the accelerated progress of knowledge and information technology, as typified by artificial intelligence, education is 
required to acquire knowledge and skills; yet concurrently, cultivating the abilities of thought, judgment, and expression is necessary 
as well, and “deep learning” and “active learning” have attracted much attention in school education. The National Institute of 
Technology clearly stated the promotion of active learning using information and communication technology in the plan of 2014 of 
the 3rd Medium Term Plan. 
     In response to this, the Education and Research Committee at the National Institute of Technology, Gunma College commenced 
efforts toward introducing active learning in 2014. In this review, we will compile the results of initiatives to introduce active learning 
in the past five years, hoping to present future guidelines. In Chapter 2, we reviewed the policy on active learning promoted by the 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, and described the status of active learning introduction at elementary 
and junior high school, high school, and college and university levels. In Chapters 3 and 4, based on a questionnaire survey, we 
reported on the current situation of our school about the educational method in which students actively learn. 
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